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＜参考＞ 

１．国際勧告等との関連 

（１）本標準は、平成５年４月制定のＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９５２を元に、またＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＩＦ２．

５２（第１版平成１０年７月策定）と整合性させる方針でＰＨＳにおける公衆用基地局－ディジタル網

間インタフェースに適用する着信転送付加サービスの制御手順について規定したものである。 

 

２．上記国際勧告等に対する追加項目等 

（１） ＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＩＦ２．５２と整合を図り、着信転送付加サービスに圏外・電源断時着信転送

付加サービスを追加し、呼毎着信転送付加サービスを削除している。 

（２） ＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＩＦ２．５２と整合を図り、「2.2 定義」に用語の説明を追加している。さら

にＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＮＷ１．００と整合を図り、「ＰＨＳユーザ」を追加し、説明を追加記述し

ている。 

（３）着信転送付加サービスにおいて、転送先公衆用基地局側での着信転送手順について標準化を行っている。

「３．動作上の要求条件」、「８．信号フロー図」、「９．パラメータ値（タイマ）」の各章並びに「５．

公衆用基地局－ディジタル網間でのシグナリング手順」において「5.2.4 転送先公衆用基地局での動作」

以外の節では本手順について記述されていないため非適用としている。又、次の手順についても非適用

としている。 

 （ⅰ）サービス起動／停止／問合手順 

 （ⅱ）発信ＰＨＳユーザへの着信転送通知手順 

 （ⅲ）発信ＰＨＳユーザへの転送先ＰＨＳユーザ通知手順 

 （ⅳ）サービス対象ＰＨＳユーザでの動作手順 

 （ⅴ）サービス対象ＰＨＳユーザへの警告通知手順 

（４）ＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＩＦ２．５２と整合を図り、「１０．動的な記述（ＳＤＬ）」について非適用

としている。 

（５）ＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＩＦ２．５２と整合を図り、ＩＳＤＮとの相互作用として「サービス対象ユー

ザがＩＳＤＮの場合の手順」及び「転送先ユーザがＩＳＤＮの場合の手順」についての記述を追加して

いる。さらにＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＩＦ２．５２のＩＳＤＮとの相互作用の記述に加え、ＴＴＣ標準

ＪＴ－Ｑ９５２に基づくＩＳＤＮにおける呼毎着信転送の場合の相互作用の手順を追加している。 

（６）番号種別に関してＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＩＦ２．５２との整合を図り、「不定」を削除している。 

（７）「6.9 コールトランスファ」に記述されているＢ－ＳＶ３．００はＰＨＳ ＭｏＵの技術参考資料であり、

ＰＨＳ ＭｏＵ仕様ではないため規定範囲外としている。 

（８）公衆用基地局タイプ１及びタイプ２についてＰＨＳ ＭｏＵ仕様Ｂ－ＮＷ１．００をもとに付属資料Ａ

を追加し、記述している。 

（９）下表に示される用語の変更を行っている。 

 

TTC 標準 JT-Q952 の用語 本標準の用語 

ISDN ユーザ・網インタフェース PHS 公衆用基地局－ディジタル網間インタフェース 

網 ＰＨＳ網 

ユーザ ＰＨＳユーザ／公衆用基地局 

サービス対象ユーザ サービス対象ＰＨＳユーザ／サービス対象公衆用基地局

転送先ユーザ 転送先ＰＨＳユーザ／転送先公衆用基地局 

発信ユーザ 発信ＰＨＳユーザ／発信公衆用基地局 
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番号 ＰＨＳ番号（ＰＳＮ） 

転送先番号 転送先ＰＨＳ番号（ＰＳＮ） 

転送元番号 転送元ＰＨＳ番号（ＰＳＮ） 

起動ユーザ 起動ＰＨＳユーザ 

停止ユーザ 停止ＰＨＳユーザ 

 

 

３．改版の履歴 

 

版 数 発  行  日 改 版 内 容 

第１版   １９９９年１１月２５日  制 定 

 

 

４．工業所有権 

 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧にな

れます。 

 

５．その他 

  (1)  参照する主な勧告、標準等 

 （ⅰ）ＴＴＣ標準 

ＪＴ－Ｑ９３１－ｂ（第４版 平成８年４月２４日制定） 

ＪＴ－Ｑ９５２（第１版 平成１０年４月２８日制定） 

 

 （ⅱ）ＩＴＵ－Ｔ勧告 

Ｑ．９５２（平成５年３月制定） 

 

 （ⅲ）ＰＨＳ ＭｏＵ仕様 

  Ｂ－ＩＦ２．５２（第１版 平成１０年７月３１日制定） 

  Ｂ－ＳＶ２．００（平成８年１２月制定） 

  Ｂ－ＮＷ１．００（平成９年１２月制定） 
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　以下に記述されるステージ３サービスは、ＰＨＳ　ＭｏＵのＳＶシリーズに現れるこれらのステージ１に対

して、以下のとおり対応する。

－　無条件着信転送（ＣＦＵ）：Ｂ－ＳＶ２．１０

－　ビジー時着信転送（ＣＦＢ）：Ｂ－ＳＶ２．１０

－　無応答時着信転送（ＣＦＮＲｙ）：Ｂ－ＳＶ２．１０

－　圏外・電源断時着信転送（ＣＦＮＲｃ）：Ｂ－ＳＶ２．１０

本標準は公衆用基地局タイプ１アーキテクチャのためのもである。

（ＴＴＣ注：転送先公衆用基地局での動作は公衆用基地局タイプ１とタイプ２で同一の手順が適用される）

１．定義

1.1　規定範囲

　本標準は公衆用基地局－ディジタル網間において、公衆テレコミュニケーションオペレータにより提供され

るＰＨＳ網に対する着信転送付加サービスのステージ３を規定する。ステージ３は、テレコミュニケーション

サービス（ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．１３０［２］参照）をサポートするために必要とされるプロトコル手順と交換

機能を規定する。

本標準は、ＩＳＤＮ／ＰＨＳ網ではないテレコミュニケーションネットワークを経由して、ＰＨＳユーザにサ

ービスが提供される場合のプロトコル要求条件は付加的には規定しない。

　本標準は、公衆用基地局－ディジタル網間において転送先公衆用基地局側での動作について規定する。

　着信転送付加サービスは以下のサービスから成る。

－　無条件着信転送（ＣＦＵ）

－　ビジー時着信転送（ＣＦＢ）

－　無応答時着信転送（ＣＦＮＲｙ）

－　圏外・電源断時着信転送（ＣＦＮＲｃ）

　無条件着信転送（ＣＦＵ）付加サービスにより、サービス対象ＰＨＳユーザは、サービス対象ＰＨＳユーザ

のＰＨＳ番号（ＰＳＮ）への全ての着信呼あるいは特定の基本サービスに関連した着信呼を、ディジタル網に

別のＰＨＳ番号（ＰＳＮ）へ転送させることができる。サービス対象ＰＨＳユーザの発信サービスは影響を受

けない。本サービスが起動された場合、呼は端末側の状態に関係なく転送される。

　ビジー時着信転送（ＣＦＢ）付加サービスにより、サービス対象ＰＨＳユーザは、サービス対象ＰＨＳユー

ザのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）への全ての着信呼あるいは特定の基本サービスに関連した着信呼がビジーに遭遇し

た場合に、ディジタル網に別のＰＨＳ番号（ＰＳＮ）へ転送させることができる。サービス対象ＰＨＳユーザ

の発信サービスは影響を受けない。ビジー状態は、ディジタル網が決定あるいは、ユーザが決定してもよい。

　無応答時着信転送（ＣＦＮＲ）付加サービスにより、サービス対象ＰＨＳユーザは、サービス対象ＰＨＳユ

ーザのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）への全ての着信呼あるいは特定の基本サービスに関連した着信呼が無応答の場合

に、ディジタル網に別の番号へ転送させることができる。サービス対象ＰＨＳユーザの発信サービスは影響を

受けない。

　圏外・電源断時着信転送（ＣＦＮＲｃ）付加サービスにより、サービス対象ＰＨＳユーザは、サービス対象
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ＰＨＳユーザのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）へ全ての着信呼あるいは特定の基本サービスに関連した着信呼が圏外の

場合に、ディジタル網に別の番号へ転送させることができる。サービス対象ＰＨＳユーザの発信サービスは影

響を受けない。

　着信転送付加サービスは、全てのテレコミュニケーションサービスに適用される。

２．解説

2.1　概要

　あるＰＨＳ番号（ＰＳＮ）に対して、着信転送付加サービス（オプションを含む）を、その番号のユーザが

契約している個々の基本サービスについて契約することも、ユーザが契約している全てのベアラサービスまた

は／及びテレサービスについてまとめて契約することもできる。

サービス対象ユーザは、契約している個々の基本サービス毎の契約パラメータ値および着信転送付加サービス

に対して、異なる転送先ＰＨＳ番号（ＰＳＮ）を要求することができる。

契約オプションとして、あるＰＨＳ番号（ＰＳＮ）において着信転送サービスが起動されているということが、

発信呼が発生する度に着信転送を起動した転送元ユーザへ表示されうる。

無応答着信転送時（ＣＦＮＲｙ）付加サービスは、ディジタル網によって「呼設定」（SETUP）メッセージが

送信され、かつ、他の有効な呼制御メッセージに続く「呼出」（ALERTING）メッセージを少なくとも一つのユ

ーザが返送した場合に限り適用される。

2.2　定義

　本標準の目的のために以下の定義を用いる。

サービス総合ディジタル網（ＩＳＤＮ）：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．１１２［５］２．３節、定義３０８参照。

ＰＨＳ網：ＰＨＳサービス能力を持つＩＳＤＮ。ＰＨＳ網はＰＨＳ交換網とＰＨＳアクセス網からなる。

ＰＨＳユーザ：ＰＨＳサービスが利用するディジタル網（ＰＨＳ交換網）の外部エンティティ。（ＴＴＣ注：

本標準のために、ＰＨＳユーザの定義の明確化を図った。）

サービス；テレコミュニケーションサービス：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｉ．１１２［５］２．２節、定義２０１参照。

付加サービス：標準ＪＴ－Ｉ２１０［１７］２．４節参照。

公衆用基地局：公衆用基地局－ディジタル網間インタフェースの公衆用基地局側のＤＳＳ１プロトコルエンテ

ィティ。

ディジタル網：公衆用基地局－ディジタル網間インタフェースのディジタル網側のＤＳＳ１プロトコルエンテ

ィティ。

サービス対象ＰＨＳユーザ：特定の着信転送付加サービスに契約し、着信転送付加サービスの登録、起動、停
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止および問合せ、着信転送付加サービスの要求および制御を行うＰＨＳユーザ。

転送先ＰＨＳユーザ：呼が転送される先のＰＨＳユーザ。転送先ＰＨＳユーザにおける全ての手順は、基本サ

ービスの一部として提供される。転送先ＰＨＳユーザは、特定の着信転送付加サービスのいずれも契約してい

る必要はない。

発信ＰＨＳユーザ：着信転送される呼を生成するＰＨＳユーザ。発信ＰＨＳユーザにおける全ての手順は、基

本サービスの一部として提供される。発信ＰＨＳユーザは、特定の着信転送付加サービスのいずれにも契約し

ている必要はない。

サービス対象公衆用基地局：サービス対象ＰＨＳユーザが在圏する無線エリアをもつ公衆用基地局。

転送先公衆用基地局：転送先ＰＨＳユーザが在圏する無線エリアを持つ公衆用基地局。

発信公衆用基地局：発信ＰＨＳユーザが在圏する無線エリアを持つ公衆用基地局。

転送先番号：転送先ＰＨＳユーザのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）。

転送元番号：転送元ＰＨＳユーザのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）。

起動ＰＨＳユーザ：着信転送サービスに関する起動手順を開始するサービス対象ユーザのアクセス上のＰＨＳ

ユーザ

停止ＰＨＳユーザ：着信転送サービスに関する停止手順を開始するサービス対象ユーザのアクセス上のＰＨＳ

ユーザ

着信転送プロファイル：着信呼の着信転送に先立って行われる決定プロセスに含まれる契約と起動に関わる全

てのパラメータを含むデータセット。

ＩＳＤＮ番号：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．１６４［１４］に規定された番号計画と構造に準拠している番号。

ＩＳＤＮアドレス：ＩＳＤＮ番号であり、また規定に従い提供されていればサブアドレスを使用する。

網決定ユーザビジー（ＮＤＵＢ）：標準ＪＴ－Ｉ２２１［１８］３．１．４節参照。

ユーザ決定ユーザビジー（ＵＤＵＢ）：網が加入者へ呼を提供し、通信可能なＰＨＳ端末がいずれも肯定的に

応答しないで、一つあるいはそれ以上の端末がユーザビジーと応答するケースに対して規定される。

2.3　略語

ＩＳＤＮ　　　　　サービス総合ディジタル網

ＤＳＳ１　　　　　ディジタル加入者線信号方式Ｎｏ．１

ＣＦＵ　　　　　　無条件着信転送

ＣＦＢ　　　　　　ビジー時着信転送
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ＣＦＮＲｙ　　　　無応答時着信転送

ＣＦＮＲｃ　　　　圏外・電源断時着信転送

ＵＤＵＢ　　　　　ユーザ決定ユーザビジー

ＮＤＵＢ　　　　　網決定ユーザビジー

2.4　状態定義

以下に示す状態は、サービス対象ＰＨＳユーザのアクセスにおける着信転送付加サービスの管理手順のために

考えられており、ディジタル網に対して適用され、ＰＨＳユーザに対してオプションで適用される。

　　　－空き状態［Idle state］－特定の着信転送付加サービスが、そのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）、および／また

　　　　は特定の基本サービスについて空いている。これは、特定の着信転送付加サービスの契約時の初期状

　　　　態である。

　　　－起動要求状態［Activate Request state］－ＰＨＳユーザが、そのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）、および／また

　　　　は特定の基本サービスについて付加サービスの起動を要求をした。

　　　－停止要求状態［Deactivate Request state］－ＰＨＳユーザが、そのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）、および／ま

　　　　たは特定の基本サービスについて、起動中の付加サービスの停止の要求をした。

　　　－問合せ要求状態［Interrogate Request state］－ＰＨＳユーザが付加サービスについて問い合わせを要求

　　　　した。

　　　－起動状態［Activated state］－特定の着信転送付加サービスが、そのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）、および／

　　　　または特定の基本サービスについて起動されている。

以下に示すパラメータ値の特定のインスタンスそれぞれについて、状態遷移が存在する。

　　　－手順

　　　－サービス対象ＰＨＳユーザのＰＨＳ番号（ＰＳＮ）

　　　－基本サービス

３．動作上の要求条件

４．コーディングの要求条件

4.1　情報要素のコーディング

4.1.1　通知識別子情報要素のコーディング

4.1.2　転送元番号情報要素のコーディング

転送元番号情報要素の目的は、着信転送の転送元を特定するためである。

転送元番号情報要素は図１／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂに示すようにコーディングされる。この情報要素の最大長

は２５オクテットである。

＃

＃
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8 7 6 5 4 3 2 1　　　　　オクテット

0

転送元番号

1 1 1 0 1 0 0

情報要素識別子

転送元番号情報要素内容長

0/1

拡張

番号種別 番号計画識別

0/1

拡張

表示識別子  0 0 0

予備

 0 0

予備

1

拡張

0 0 0

予備

着信転送理由

0

予備

番号ディジット

（ＩＡ５キャラクタ）

1

2

3

3a

3b

4

etc.

図１／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂ　　転送元番号情報要素

　　　　　　　　　　　　　　　　(ITU-T Q.952)

　転送元番号情報要素の各部分は、次に定義されているオクテット３ｂを除いて標準ＪＴ－Ｑ９３１－ｂ

［３］の４．５．１０節（発番号情報要素）で規定されているようにコーディングされる。

　着信転送理由（オクテット３ｂ）の値は表４／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂに要約されている。

表４／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂ　　着信転送理由コード値

　　　　　　　　　　　　　　(ITU-T Q.952)

ビット　　　　　　　意味

 4321

 0000　　　不定

 0001　　　ビジー時または着信ＤＴＥビジー時着信転送（回線交換モードとパケット交換モード）

 0010　　　無応答時着信転送（回線交換モードのみ）

 0011　　　圏外・電源断時着信転送

 1111　　　無条件着信転送またはシステム的な着信転送（回線交換モードとパケット交換モード）

 1010　　　着信ＤＴＥによる呼毎着信転送または着信転送（回線交換モードとパケット交換モード）

注－他の全ての値は予約されている

4.1.3　転送先番号情報要素のコーディング

4.2　ファシリティ情報要素におけるコンポーネントのコーディング

５．公衆用基地局－ディジタル網間でのシグナリング手順

5.1 起動／停止／問合せ ＃

＃

＃
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5.2　インボケーションと動作

5.2.1　発信ＰＨＳユーザへの着信転送通知

5.2.2　発信ＰＨＳユーザへの転送先ＰＨＳユーザ通知

5.2.3  サービス対象ＰＨＳユーザでの動作

5.2.4　転送先公衆用基地局側での動作

5.2.4.1　通常動作

  単一の着信転送が発生した場合、転送元番号情報要素には、その着信転送に関する情報が含まれる。

  複数回の着信転送が発生した場合、ディジタル網は、一回だけ転送元番号情報要素を繰り返す。これらの情

報要素は繰り返し識別子情報要素を前に伴わない。

  ディジタル網は先頭の転送元番号情報要素を、最後の着信転送の情報によりコーディングする。

  ディジタル網は、次に示す条件の場合、後尾の転送元番号情報要素を、初回の着信転送の情報によりコーデ

ィングする。

1) 契約オプションの“転送元番号が転送先ユーザに伝えられる”が最後の着信転送に関して“転送元番号情

報は伝えられる”に設定されている場合、

　ディジタル網は「呼設定」(SETUP)メッセージの後尾の転送元番号情報要素にサービス対象ユーザのＰＨＳ

番号（ＰＳＮ）を含め、表示識別子を「表示許可」に、着信転送理由フィールドに転送理由を設定する。

  番号種別は「国際番号」または「国内番号」に設定され、番号計画識別は「ＩＳＤＮ番号計画」（ＩＴＵ－

Ｔ勧告Ｅ．１６４／Ｅ．１６３を参照）に設定される。

  双方の契約オプションに関して、複数回の転送が発生した場合、「呼設定」(SETUP)メッセージの後尾の転

送元番号情報要素は、着信転送理由フィールドが「不定」と設定された最初の着信転送に関する適切な情報を

含む。

着信転送理由は以下のように設定される。

－　不定 － 転送元番号は利用可能だが、着信転送の理由がディジタル網には分からない場合。

－　ビジー時着信転送 － ディジタル網がビジー時着信転送（ＣＦＢ）付加サービスを用いて呼を転送

した場合。

－　無応答時着信転送　－　ディジタル網が無応答時着信転送（ＣＦＮＲｙ）付加サービスを用いて呼

を転送した場合。

＃

＃

＃
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－　無条件着信転送　－　ディジタル網が無条件着信転送（ＣＦＵ）付加サービスを用いて呼を

転送した場合。

－　圏外・電源断時着信転送　－　ディジタル網が圏外・電源断時着信転送（ＣＦＮＲｃ）付加

サービスを用いて呼を転送した場合。

5.2.4.2　例外手順

着信転送先ＰＨＳユーザのインタフェースにおける例外手順は、標準ＪＴ－Ｑ９３１－ｂ［３］の５．８節

に従う。

5.3　サービス対象ＰＨＳユーザへの警告通知

６．他の付加サービスとの相互作用

6.1　番号通知サービス

6.1.1　発信者番号通知（ＣＵＩＰ）

　プロトコル上の影響なし。

6.1.2　発信者番号通知制限（ＣＵＩＲ）

　プロトコル上の影響なし。

6.2　着信転送サービス

6.2.1 無条件着信転送（ＣＦＵ）

無条件着信転送の起動は、ビジー時着信転送、無応答時着信転送及び圏外・電源断時着信転送より優先される。

6.2.2　ビジー時着信転送（ＣＦＢ）

　ビジー時着信転送も圏外・電源断時着信転送も他の付加サービスの動作に影響を与えず両立する。

　ビジー時着信転送も無応答時着信転送も他の付加サービスの動作に影響を与えず両立する。

　無条件着信転送の起動は、ビジー時着信転送より優先される。

6.2.3　無応答時着信転送（ＣＦＮＲｙ）

　無応答時着信転送も圏外・電源断時着信転送も他の付加サービスの動作に影響を与えず両立する。

　ビジー時着信転送も無応答時着信転送も他の付加サービスの動作に影響を与えず両立する。

　無条件着信転送の起動は、無応答時着信転送より優先される。

6.2.4 圏外・電源断時着信転送（ＣＦＮＲｃ）

　ビジー時着信転送も圏外・電源断時着信転送も他の付加サービスの動作に影響を与えず両立する。

　無応答時着信転送も圏外・電源断時着信転送も他の付加サービスの動作に影響を与えず両立する。

　無条件着信転送の起動は、圏外・電源断時着信転送より優先される。

＃
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6.3　規制

6.3.1　全発信呼規制（ＢＡＯＣ）

全発信呼規制される前に着信転送サービスが起動した場合、全発信呼規制に関係なく呼を転送する。すなわち

この場合、相互作用しない。全発信呼規制後は制限範囲内であれば呼を転送することができる。

6.3.2 発信国際呼規制（ＢＯＩＣ）

発信国際呼規制される以前に着信転送サービスが起動した場合、発信国際呼規制に関係なく呼を転送する。す

なわちこの場合、相互作用しない。発信国際呼規制後は制限範囲内であれば呼を転送することができる。

6.3.3　ホーム国以外への発信国際呼規制（ＢＯＩＣ－ｅｘＨＣ）

　ホーム国以外への発信国際呼規制される以前に着信転送サービスが起動した場合、ホーム国以外への発信国

際呼規制に関係なく呼を転送する。すなわちこの場合、相互作用しない。ホーム国以外への発信国際呼規制後

は規制範囲内であれば呼を転送することができる。

6.3.4　全着信呼規制（ＢＡＩＣ）

　全着信呼規制される前に着信転送サービスが起動した場合、全着信呼規制に関係なく呼を転送する。すなわ

ちこの場合、相互作用しない。全着信呼規制後は制限範囲内であれば呼を転送することができる。

6.3.5 ローミング時ホーム国以外での着信呼規制

　プロトコル上の影響なし。

6.4　ＤＴＭＦ送出

　影響なし。すなわちどちらの付加サービスも他方の付加サービスの動作に影響しない。

6.5　ハンドオーバ

　影響なし。すなわちどちらの付加サービスも他方の付加サービスの動作に影響しない。

6.6　ユーザスクランブル

　影響なし。すなわちどちらの付加サービスも他方の付加サービスの動作に影響しない。

6.7　サブアドレス

　着信転送起動時、サブアドレスは転送されない。

6.8　ＰＨＳユーザ・ユーザ情報転送サービス（ＰＨＳ－ＵＵＳ）

　今後規定される。

6.9　コールトランスファ（ＣＴ）

　

6.10　複数ＰＨＳ番号

　影響なし。すなわち、どちらの付加サービスも他方の付加サービスの動作に影響しない。

＃
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７．他網との相互作用

7.1　ＩＳＤＮとの相互作用

7.1.1　サービス対象ユーザがＩＳＤＮの場合の手順

　転送が起動された際、転送先であるＰＨＳ網はＩＳＤＮよりメッセージを受信する。ＰＨＳ網がＩＳＤＮよ

りこれらのメッセージを受信するとき、メッセージに含まれる情報要素は、適切な情報要素に変換される。着

信転送理由は図７－１／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂのように変換される。

ＩＳＤＮ ＰＨＳ網

Bits

4　3　2　1

Meaning Bits

4　3　2　1

Meaning

0　0　0　0

0　0　0　1

0　0　1　0

1  0  1  0

1　1　1　1

不定

ビジー時着信転送

無応答時着信転送

呼毎着信転送

無条件着信転送

0　0　0　0

0　0　0　1

0　0　1　0

1  0  1  0

1　1　1　1

不定

ビジー時着信転送

無応答時着信転

呼毎着信転送

無条件着信転送

表７－１／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂ（ＰＨＳ　ＭｏＵ　Ｂ－ＩＦ２．５２）

7.1.2 転送先ユーザがＩＳＤＮの場合の手順

　転送が起動された際、転送先であるＩＳＤＮはＰＨＳ網よりメッセージを受信する。ＩＳＤＮがＰＨＳ網よ

りこれらのメッセージを受信するとき、メッセージに含まれる情報要素は、適切な情報要素に変換される。着

信転送理由は図７－２／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂのように変換される。

ＰＨＳ網 ＩＳＤＮ

Bits

4  3  2  1

Mearning Bits

4  3  2  1

Meaning

0  0  0  0

0  0  0  1

0  0  1  0

0  0  1  1

1  1  1  1

不定

ビジー時着信転送

無応答時着信転送

圏外・電源断時着信転送

無条件着信転送

0  0  0  0

0  0  0  1

0  0  1  0

0  0  0  0

1  1  1  1

不定

ビジー時着信転送

無応答時着信転送

不定

無条件着信転送

表７－２／ＪＴ－Ｑ９５２－ｂ（ＰＨＳ　ＭｏＵ　Ｂ－ＩＦ２．５２）

7.2　非ＩＳＤＮとの相互作用

7.3　私設ＩＳＤＮとのインタワーキング手順

８．信号フロー図

９．パラメータ値（タイマ）

１０．動的な記述（ＳＤＬ）

＃

＃

＃

＃

＃
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付属資料Ａ

（標準ＪＴ－Ｑ９５２－ｂに対する）

公衆用基地局タイプ１とタイプ２について

Ａ．１　公衆用基地局の種類について

　公衆ＰＨＳ網には、サービス交換ポイントとのインタフェースのみを持つ公衆用基地局と、サービス交換

ポイント及びサービス制御ポイントの２つのインタフェースを持つ公衆用基地局がある。ＰＨＳ ＭｏＵ仕

様ではそれぞれを公衆用基地局タイプ１、公衆用基地局タイプ２として動作の違いについて記述している。

以下に各公衆用基地局の特徴について記述する。

Ａ．１．１　公衆用基地局タイプ１

　公衆用基地局タイプ１は、サービス交換ポイントとのインタフェースのみを持つ公衆用基地局のことで

ある。公衆用基地局タイプ１を有する公衆ＰＨＳ網では、すべての情報（呼制御、サービス制御）はサー

ビス交換ポイントとのインタフェースを経由して転送される。

Ａ．１．２　公衆用基地局タイプ２

　公衆用基地局タイプ２は、サービス交換ポイント及びサービス制御ポイントの２つとのインタフェース

を持つ公衆用基地局のことである。公衆用基地局タイプ２を有する公衆ＰＨＳ網は、呼制御、及び位置情

報を必要とするサービス制御を公衆用基地局－サービス交換ポイントインタフェースにて行い、加入者情

報を必要とするサービス制御（付加サービス）を公衆用基地局－サービス制御ポイントインタフェースに

て行っている。

サービス交換ポイント：ＳＳＰ（Service Switching Point）

サービス制御ポイント：ＳＣＰ（Service Control Point）
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付録 I

標準ＴＴＣ用語対照表

英語 用語原案

Barring of All Incoming Calls 全着信呼規制

Barring of All Outgoing Calls 全発信呼規制

Barring of Incoming Calls on Roaming outside Home Country ローミング時ホーム国以外での着信呼規制

Barring of Outgoing International Calls 発信国際呼規制

Barring of Outgoing International Calls Except Call to Home

Country

ホーム国以外への発信国際呼規制

Call barring 規制

Call deflection 呼毎着信転送

Call forwarding busy ビジー時着信転送

Call forwarding no reply 無応答時着信転送

Call forwarding supplementary service 着信転送付加サービス

Call forwarding unconditional 無条件着信転送

Call forwarding on PS not reachable 圏外・電源断時着信転送

Call User Identification Presentation 発信者番号通知

Call User Identification Restriction 発信者番号通知制限

Coding コーディング

Component コンポーネント

Diversion counter 着信転送回数

Diverted-to PSN 着信転送先ＰＨＳ番号（ＰＳＮ）

Diverted-to PHS user 着信転送先ＰＨＳユーザ

Diverting PSN 着信転送元ＰＨＳ番号（ＰＳＮ）

DTMF transmission ＤＴＭＦ送信

Forwarded-to PSN 転送先ＰＨＳ番号（ＰＳＮ）

Forwarded-to PHS user 転送先ＰＨＳユーザ

Forwarding PSN 転送元ＰＨＳ番号（ＰＳＮ）

Handover ハンドオーバ

Interworking インタワーキング

Invoke インボーク

Invoke component インボークコンポーネント

Personal Service Number（PSN）/PHS Number(PSN) ＰＨＳ番号（ＰＳＮ）

Redirecting number 転送元番号

Redirection counter 転送回数

Redirection number information element 転送先番号情報要素

Rerouting リルーティング

Rerouting reason リルーティング理由

Served PHS user サービス対象ＰＨＳユーザ

Subaddress サブアドレス

User scramble ユーザスクランブル
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